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＜今週のトピックス＞ 

冷凍・冷蔵倉庫争奪戦 

  

アメリカでは近年、食材のデリバリー市場が急拡大しています。アマゾンの傘下に入

ったホールフーズマーケットや、ウォルマートといった最大手スーパーマーケットチェ

ーンもオンラインデリバリーに力を入れており、今では全米で 5 人に 1 人がオンライ

ンで食材を注文しているようです。オンライン売上が小売売上全体に占める割合は

2018 年で 10％、3 年後には 13％まで伸びると言われていますが、この 3％を売上金額

換算すると 1000 億ドルにも上ります。  

食材を新鮮な状態のまま配送するため冷凍・冷蔵倉庫の需要が急速に高まっており、

需要をまかなうには今後 5 年で現在の冷凍・冷蔵倉庫の総床面積を 1.5 倍にする必要が

あると見られています。特に、大消費地であるとともに港湾設備も整ったロサンゼル

ス、ニューヨークや、食材生産地であるカリフォルニア、ワシントン、フロリダ、テキ

サスなどで冷凍・冷蔵倉庫の需要拡大が見込まれています。  

ただし、冷凍・冷蔵倉庫の建設、あるいは一般倉庫からの転用は簡単ではありませ

ん。冷凍・冷蔵倉庫は、大規模な空調設備や冷却システムの設置、食材に応じた温度管

理等に対応できるスタッフの配置など、一般倉庫に比べて数倍のコストがかかるためで

す。そのため、既存の冷凍・冷蔵倉庫の争奪戦が繰り広げられ、今では実質的に空き物

件がない状態になっているほどです。当然賃料も値上がりしており、こうした物流コス

トの上昇分がどこに転化されていくかも注目です。 
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